社会福祉法人　沖縄県社会福祉協議会　沖縄県総合福祉センター管理に関する要綱 新旧対照表
	改正後の条文
	改正前の条文

	第１条～第３条　省略
（利用許可の申請）

第4条 別表に掲げるセンターの施設又は附属設備（以下「施設等」
という）を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、沖縄県総合福祉センター利用許可申請書（第１号様式）（以下「申請書」という）を本会会長に提出しなければならない。
２　前項の申請書は、多目的ホール及び結プラザについては仮予約の日から２週間後、又は利用する日（引き続き２日以上利用する場合は、その最初の日。以下同じ。）の３０日前、それ以外の施設については仮予約の日から２週間後、又は利用する日の８日前のいずれか早い日までに提出しなければならない。
　　但し、本会会長は、施設の空き状況によっては、利用する日の３日前まで申請書を受け付けることができる。
３　本会会長は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、期間を変更することができ、また、他の資料の提出を求めることができる。

（利用許可の仮予約申請）
第5条 申請者は、申請書を提出する前に施設の空き状況を確認のうえ、仮予約を行なうことができる。
２　仮予約の受付開始日は、次の各号に定めるとおりとする。
（１）多目的ホール及び結プラザは、利用する日の１年前
（２）それ以外の施設は、利用する日の６月前

３　次に定める条件を全て満たす催物で１年以上前の利用許可が必要な場合に限り、前項の規定に関わらず１年６月前から仮予約の受付を開始することができる。
（１）社会福祉の増進に寄与すると認められる催物
（２）全国大会、九州会議等、広域的な催物

　（３）参加人数が１００人以上の規模の催物
４　仮予約を行った者は、利用許可申請期間内に、利用許可申請書を提出しなければならない。期間内に申請書が提出されない場合、本会会長は仮予約を取り消すことができる。

（利用目的の制限）
第6条 条例１０条第３項に定めるもののほか、次に該当するもの
は原則として受付できない。

（１）営利目的・商品販売に関する会員等の勧誘行為等を前提とするもの。

（２）宗教活動及び政治活動に関するものなど。

（３）暴力団等反社会的勢力が関与すると認められるとき。

（４）その他、本会会長により不適当だと判断されたもの
第７条～９条　省略
（利用料の返還）

第10条 既納の利用料は、返還しない。ただし、本会会長が特別の
理由があると認めるときには、その全部、又は一部を返還することができる。未納の場合もこれと同様の扱いとする。
２　前項の本会会長が特別の理由があると認めたときは、次の各号に掲げるときとし、返還する利用料の額は、当該各号に定める額とする。

（１）天災その他利用者の責めに帰すことができない事情により利
用できなかったとき。
　　当該利用料の全額
（２）利用者が多目的ホール及び結プラザを利用しようとする日の１８０日前、それ以外の施設については６０日前までに利用の取消しを届け出たとき。
　　当該利用料の７割
（３）利用者が多目的ホール及び結プラザを利用しようとする日の９０日前、それ以外の施設については３０日前までに利用の取消しを届け出たとき。
当該利用料の５割

２　利用料の返還を受けようとする者は、沖縄県総合福祉センター利用料返還申請書（第６号様式）を本会会長に提出しなければならない。

（利用料の減免）

第11条 本会会長が特別の理由があると認めるときは、利用料金を減額し、又は免除することができる。ただし、冷暖房設備利用料金及び附属設備利用料金については、減額又は免除しないものとする。
２　利用料金を減額又は免除する場合は、次の各号に定めるとおりとする。

（１） 沖縄県が利用するとき。　　免除

（２） 沖縄県から福祉に関する事業の委託を受けた者がその事業を行うために利用するとき。　免除

（３） 国、地方公共団体、又は公共的団体（以下「国等」という。）が沖縄県と共催し、社会福祉の増進に寄与すると認められる事業を目的として利用するとき。　免除
（４） ボランティア団体及びこれに準じる団体等がボランティア室を利用するとき。　免除
（５） 法人格を有しないボランティア団体及び当事者又は家族の組織団体等が利用するとき。ただし、ボランティア活動団体については、市町村社会福祉協議会にボランティア登録をしている団体に限る。　５割減額
（６）本会会長が特に必要があると認めるとき。本会会長が認める割合。

３　利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、沖縄県総合福祉センター利用料金減免申請書（第７号様式）を本会会長に提出しなければならない。

４　本会会長が利用料金の減額又は免除を承認したときは、沖縄県総合福祉センター利用料金減免承認書（第８号様式）を利用者に交付するものとする。

第１２条～１７条　省略
　附　則

　 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。
附　則
　 この要綱は、令和２年７月１日から施行する。
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４　本会が利用料金の減額又は免除を承認したときは、沖縄県総合福祉センター利用料金減免承認書（第８号様式）を利用者に交付するものとする。

第１２条～１７条　省略
附　則
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